
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

白河市立地適正化計画 

 
― 届出制度の手引き ― 
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１．届出制度の概要 

立地適正化計画で定めた「都市拠点形成区域」や「街なか居住区域」の区域外で以下の行為

を行う際には、これらの行為に着手する 30 日前までに、都市再生特別措置法第 88 条および第

108条に基づく届出が必要になります。 

また、「都市拠点形成区域」内にすでに立地している「誘導施設」を休止または廃止しよう

とする場合についても、同様に 30日前までの届出が必要です。 

なお、立地適正化計画区域（都市計画区域）の外側で行う行為については、立地適正化計画

に係る届出の必要はありません。 
 

（１）届出の対象となる行為 

下記の開発･建築行為を行おうとする区域･敷地の全部または一部が都市拠点形成区域外、ま

たは、街なか居住区域外にある場合は、届出の対象となります。 
 

〔届出の対象となる行為〕 

都市計画区

域内かつ 

都市拠点形

成区域外 

■開発行為 

○誘導施設を有する建築物の建築を目的とする開発行為※1 

 

■建築行為 

①誘導施設を有する建築物を新築しようとする場合 

②建築物を改築し、または建築物の用途を変更して誘導施設を有する建築

物とする場合 

都市計画区

域内かつ 

街なか居住

区域外 

■開発行為 

①３戸以上の住宅の建築を目的とする開発行為 

②１戸または２戸の住宅の建築を目的とする開発行為で、その規模が

1,000㎡以上のもの 
 

■建築行為 

①３戸以上の住宅を新築しようと

する場合 

②建築物を改築し、または建築物

の用途を変更して３戸以上の住

宅とする場合 

都市拠点形

成区域内 
〇都市拠点形成区域内に立地する「誘導施設」を休止または廃止する場合 

 

（２）勧告など 

届出内容などが誘導施設や住宅等の適正な立地に大きく影響する可能性がある場合には、届

出者に対して開発規模の縮小や誘導区域内への立地などについての勧告や、誘導施設を有する

建築物の有効活用のために必要となる助言･勧告を行うことがあります。 

また、その場合において、誘導区域内の土地の取得等についてあっせん等を行うことがあり

ます。（都市再生特別措置法第 88条第 3項）  

※1【開発行為】主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的で行う土地の区画形質の変更

をいう。 

 ３戸以上の住宅

（集合住宅） 

 ３戸以上の住宅

（宅地分譲等） 

 １･２戸でも敷地規模が 1,000 ㎡以上 

〔届出の対象例（イメージ）〕 
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〔届出制度の流れ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）届出等の場所 

届出や事前相談、区域の確認などの窓口は「白河市建設部都市計画課」となります。 

 

〔届出の場所（窓口）〕 

白河市 建設部 都市計画課 
 

〒961-8602 福島県白河市八幡小路 7-1 

電 話：0248（22）1111 

ＦＡＸ：0248（24）1854 

E-mail：toshikeikaku@city.shirakawa.fukushima.jp 

 

（４）他の届出･申請等との関係 

開発行為や建築行為について、農地法に基づく農地転用許可や都市計画法に基づく開発許可

（建築許可）など、他の届出や申請を行う場合でも、あわせて立地適正化計画（都市再生特別

措置法）に基づく届出が必要となります。 

 

（５）重要事項の説明 

都市拠点形成区域外、街なか居住区域外の不動産（宅地･建物）の取引に際しては、宅地建

物取引業法第 35条に基づく重要事項説明が必要です。 

  

届出書･添付書類を提出 

届出書･添付書類を受理 

勧告の必要性を検討 

必要に応じて勧告を実施 

場合によりあっせん等を実施 

都市機能･居住を 

区域内に誘導 
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２．誘導の対象となる施設（誘導施設） 

都市再生特別措置法に基づいて都市拠点形成区域に誘導する施設は下表に定義したとおりで

す。今後これらの施設を区域外に整備する場合は、届出が必要になります。 
 

〔都市拠点形成区域に誘導する施設〕 

区分 誘導施設 施設の定義 

①医療施設 

○総合的な医療サービス（二次医

療）を受けることができる機能 
○医療法第 1条の 5に規定する病院 

〔都市拠点形成区域内の誘導施設〕 

※該当なし 

②商業施設 

○多様なニーズに対応した買い

物・食事を提供する機能 

○床面積の合計が3,000㎡以上の店

舗 

〔都市拠点形成区域内の誘導施設〕 

〇ベイシア白河モール店     〇メガステージ白河 Aエリア 

〇メガステージ白河 Cエリア  〇ヨークベニマルメガステージ店 

〇ケーズデンキ白河店     〇ホームセンターカンセキ白河店 

〇ヨークベニマル白河横町店  〇コープふくしま天神町店 

③福祉施設 

○健康増進に関する指導・相談の

窓口や活動の拠点となる機能 

 

○母子健康に関する指導・相談の

窓口や活動の拠点となる機能 

○社会福祉や児童福祉の増進に関

する指導・相談の窓口や活動の

拠点となる機能 

○地域保健法第 5 条及び第 18 条に

規定する施設その他の健康増進

に寄与する施設 

○母子保健法第 22 条に規定する施

設 

○社会福祉法第 14 条及び児童福祉

法第 12条に規定する施設 

 

〔都市拠点形成区域内の誘導施設〕 

〇県南保健福祉事務所        〇県南保健所 

④交流施設 

○交流の拠点となる機能 ○交流や憩いの場として中心市街

地ににぎわいを創出する施設 

〔都市拠点形成区域内の誘導施設〕 

〇白河文化交流館「コミネス」 〇白河市立図書館「りぶらん」  

〇白河市中心市街地市民交流センター「マイタウン白河」 

⑤行政等施設 

○市の中枢的な行政機能 

○圏域の中枢的な行政機能・金融

機関 

○住民サービスを提供するための

窓口を有する中枢的な施設 

〔都市拠点形成区域内の誘導施設〕 

〇白河市役所        〇白河小峰城合同庁舎 

〇白河年金事務所       〇消費者生活センター 

〇白河郵便局         〇東邦銀行 白河支店  

〇福島銀行 白河支店     〇大東銀行 白河支店 

〇白河信用金庫 本店     〇常陽銀行 白河支店 

〇福島県商工信用組合 白河支店 

〇福島地方裁判所白河支部・白河簡易裁判所 

〇白河労働基準監督署・白河総合労働相談コーナー 
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３．区域の範囲 
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４．届出書および添付書類 

届出の際には、それぞれ以下の様式による届出書及び添付書類を提出する必要があります。 
 

〔都市拠点形成区域外での誘導施設を有する建築物の建築等を目的とする行為に係る届出書･添付書類〕 

区 分 届出書 添付書類 

開発行為の場合 様式-1 

○当該行為を行う土地の区域､ならびに､当該区域内および当該区
域の周辺の公共施設を表示する図面 
(縮尺 2,500分の 1以上) 

○土地利用計画図(縮尺 1,000分の 1以上) 
○その他参考となる事項を記載した図書 

建築行為の場合 様式-2 

○敷地内における建築物の位置を表示する図面 
(縮尺 500分の 1以上) 

○建築物の 2面以上の立面図および各階平面図 
(縮尺 200分の 1以上) 

○その他参考となる事項を記載した図書 

上記の 2つの 
届出内容を 
変更する場合 

様式-3 〇上記と同じ 

 

〔街なか居住区域外での住宅の建築等を目的とする行為に係る届出書･添付書類〕 

区 分 届出書 添付書類 

開発行為の場合 様式-4 

○当該行為を行う土地の区域､ならびに､当該区域内および当該区
域の周辺の公共施設を表示する図面 
(縮尺 2,500分の 1以上) 

○土地利用計画図(縮尺 1,000分の 1以上) 
○その他参考となる事項を記載した図書 

建築行為の場合 様式-5 

○敷地内における建築物の位置を表示する図面 
(縮尺 500分の 1以上) 

○建築物の 2面以上の立面図および各階平面図 
(縮尺 200分の 1以上) 

○その他参考となる事項を記載した図書 

上記の 2つの 
届出内容を 
変更する場合 

様式-6 ・上記と同じ 

 

〔都市拠点形成区域内の誘導施設を休止･廃止する場合の届出書･添付書類〕 

区 分 届出書 添付書類 

誘導施設の 

休止または廃止 
様式-7 ・位置図等(縮尺 2,500分の 1程度) 
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